



















































２．新判例コンメンタール民事訴訟法２ 共 平成５年９月 三省堂







３．基本法コンメンタール破産法（第２版） 共 平成９年10月 日本
評論社 著書・１を最新の判例・学説等により改訂したもの。


















法と政治 72巻 1号 （2021年 5月） 51（51）
不服申立てなどについて論じた。
７．新民事訴訟法講義（補訂版） 共 平成12年３月 有斐閣 著書５
を最新の判例・学説等により改訂したもの。








10．新民事訴訟法講義（第２版補訂版） 共 平成18年３月 有斐閣
著書８を最新の判例・学説等により改訂したもの。













52（52） 法と政治 72巻 1号 （2021年 5月）
意～第４章仲裁判断」（pp. 257271）を分担執筆。













３．弁論主義から対審主義へ―Jacques Normand, Le juge et le fondemant
du litige, Mélanges offerts à Pierre Hébraud, 1981の紹介 単 昭和58






３月 神戸学院法学14巻４号 （pp. 4762）。フランスにおける裁判官
の役割について論じたペロ教授の研究報告の紹介を通じて，近時わが国
で有力になりつつある「手続保障の第三の波」理論の妥当性について，
法と政治 72巻 1号 （2021年 5月） 53（53）
批判的に検討を行なった。
５．法領域における当事者権―フランス及びわが国における理論状況の素














８．仲裁適格の意義と機能 単 平成２年２月 民事訴訟雑誌36号（法
律文化社）（pp. 230240）。上記論文７の内容を，民事訴訟法学会第59
回大会での研究報告用にまとめなおした。





10．フランスにおける仮処分 単 平成４年11月 神戸学院法学22巻３・
４号 （pp. 145）。後記論文20における基本的な記述を前提に，フラ
54（54） 法と政治 72巻 1号 （2021年 5月）
ンスにおける仮処分の具体的な手続内容のいくつかについて，さらに詳
しく論じた。
11．免責の効力 単 平成６年１月 判例タイムズ830号 （pp. 360363）。
石川明＝田中康久＝山内八郎編『破産・和議の理論と実務』において，
免責の効力を体系的に論じた。



















15．口頭弁論の実施 単 平成７年７月 日本評論社 （pp. 284286）。
鈴木重勝＝井上治典編『民事訴訟法１（第３版）』において，34＝３の
法と政治 72巻 1号 （2021年 5月） 55（55）
テーマ「口頭弁論の実施」につき，論点整理をし，それについて私見を
交えて論述した。





















20．フランスにおける民事保全 単 平成８年12月 法律文化社 （pp.
231248）。中野貞一郎＝原井龍一郎＝鈴木正編『民事保全講座Ⅰ―基
本理論と法比較』においてその比較法的研究の一つとして，フランスに
56（56） 法と政治 72巻 1号 （2021年 5月）
おける民事保全を論じ，その全体像の概観を試みた。

























法と政治 72巻 1号 （2021年 5月） 57（57）
のような一般的な視野から，そのような最高裁判決の論理を批判的に論
じた。
























58（58） 法と政治 72巻 1号 （2021年 5月）
らびにわが国の学説・判例を紹介した後，内包する諸問題について，主
として肯定説の立場から，若干の検討を試みた。
























法と政治 72巻 1号 （2021年 5月） 59（59）






















成25年３月 信山社 （pp. 5267）。石川明＝石渡哲＝芳賀雅顯編『EU
の国際民事訴訟法判例Ⅱ』において，BGH, Urteil vom 28. 11. 2002を
紹介し，ヨーロッパ共同体による懸賞約束に基づく消費者訴訟の土地管
轄および国際裁判管轄について論じた。
60（60） 法と政治 72巻 1号 （2021年 5月）

























41．差止請求権の執行方法と問題点 単 平成29年５月 法政論集274号























２．損害保険金代位請求事件 単 昭和61年３月 六法出版社 （pp.
12501251）。中川淳編・増補判例辞典において，最判昭和57年９月28
日民集36巻８号1652頁の判例解説を行った。
62（62） 法と政治 72巻 1号 （2021年 5月）























れなかった事例 単 平成７年４月 判例評論434号（判例時報1518号）
（pp. 5561）。権利者により外国でなされた特許製品の適法な拡布が，
内国特許権の消耗をもたらすのかという問題について，改めて消極説の



























64（64） 法と政治 72巻 1号 （2021年 5月）
14．預託金会員制ゴルフクラブが民訴法29条にいう「法人でない社団」に






















求事件 単 平成16年３月 法令解説資料総覧266号 （pp. 7880）。
標記事項に関する最判平成15年11月11日判時1847号21頁の判例解説。
立法目的および行政を取り巻く近時の社会情勢の変化に照らせば，公務






















































法と政治 72巻 1号 （2021年 5月） 67（67）
26．前訴において相手方が虚偽の事実を主張し裁判所を欺罔して勝訴の確
定判決を取得したことを理由として不法行為に基づく損害賠償請求をす






















いて求償が認められた事例 単 平成24年11月 判例評論645号（判例
時報2160号） （pp. 159163）。標記事項に関する東京高判平成23年11



























法と政治 72巻 1号 （2021年 5月） 69（69）
の当否について論じた。
〈紹介〉




２．Olof Ekelöf, Beweiswert, Festschrift für Fritz Baur, 1981 単 昭和59
年７月 季刊・実務民事法６号（日本評論社） （pp. 138144）。フリッ
ツ・バウア教授の記念論文集に寄稿されたスウェーデンの訴訟法学者
エーケレーヴ教授の「証明力」と題された論文を紹介した。




１．ゲルハルト・リュケ「仲裁の諸問題」 単 昭和62年12月 神戸学
院法学18巻３・４号 （pp. 159183）。Festschrift : 150 Jahre Land-




年10月 神戸学院法学20巻３・４号 （pp. 253290）。Eugen Ehrlich,
Freie Rechtsfindung und freie Rechtswissenschaft, Verlag von C. L. Hirsc
hfeld, Leipzig, 1903の翻訳。共訳者：中務俊昌。（共同研究につき本人
担当部分抽出不可能）
70（70） 法と政治 72巻 1号 （2021年 5月）
〈その他〉
１．民事訴訟法を学ぶことの意義 単 昭和55年４月 神戸学院法学ガ
イダンス特集号 （pp. 2935）。法政総合講座のテキストとして，学生
向きに民事訴訟法を学ぶことの意義について解説した。
２．倒産法の理念と現実 単 平成元年３月 神戸学院法学ガイダンス
特集号（５訂版） （pp. 193203）。法政総合講座のテキストとして，
学生向きに倒産現象およびその法律上の処理について解説した。













法と政治 72巻 1号 （2021年 5月） 71（71）
